
16億9247万6000円の増額補正で 578億9867万8000円へ 市の一般会計
市当局が 9月4日開会の市議会9月定例会議に提案する案件を説明
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補正予算として提案される主な中身は下記のようになっています

物価高騰対策として

後に国の地方創生臨時交付金から財源が交付される事業

○ 教育・保育施設等物価高騰緊急支援給付金

3188万3000円
光熱費及び給食食材費の高騰の影響を受けている市内の教育・保育

施設等（無認可保育所を含む全ての私立保育所、こども園、幼稚園）

に対する支援として、児童の人数に応じて給付されます。

各施設に給付される金額は、児童一人あたり１ヶ月の光熱費分とし

て335円、給食食材費分として435円を給付単価として計算され、今

年度中に支給されます。

○ 飼料価格高騰緊急対策事業補助金 305万6000円
飼料価格の高騰により、肉用牛繁殖農家の営農が圧迫されているこ

とから、粗飼料の価格高騰分を支給し、経営の安定化を図るための経

費です。

当初予算後に新たに必要となった事業経費

○ 新斎場整備事業費 1770万0000円
新斎場整備に係る建設用地の造成設計及び地質調査を実施するため

の経費です。

○ ごみ減量化推進事業費 300万0000円
一般家庭から排出されるごみの減量化を図るため、家庭用ごみ処理

機等の購入に対して、ごみ減量化事業補助金を増額して支援するのに

要する経費です。

家庭用ごみ処理機等とは、①生ごみ処理機（電動、手動）、②生ご

み処理容器（キエーロ、コンポスト）、③堆肥枠のことで、それぞれ

購入への補助がありますが、その申請数が予想を上回り当初予算額を

超えるため増額するものです。

なお、この補助制度については各家庭に配られているごみ減量の広

報誌「へらすべえ」の6月号に下記のように紹介されていました。

○ 健康増進事業費 63万0000円
会津若松市健康づくり推進条例の制定に伴って、その内容等を市民

に広く周知するための経費です。

9月会議には、市の新しい条例として「会津若松市健康づくり推進

条例」が提案されますが、その条例のチラシ配布の委託料等です。

市議会９月定例会議が９月４日に開会しますが、会津若松市当局は８月26日に市議会に対する提出案件説明会を開催し、一般会計補正予
算などの予算案件８件、条例案件３件、単行案件４件、報告案件６件、承認案件12件の合計33案件を提出することを説明しました。今回の
「市議会報告」では、最も注目される一般会計の補正予算の中で主な予算の概要等を紹介したいと思います。

○ 除雪対策事業費 5億2454万9000円
本年2月の大雪による交通障害等を踏まえ、冬期交通の安全確保の

ため、市の除排雪体制の強化等に要する経費です。

事業費額が5億円を超える大きな額になっていますが、その内訳は

下記のとおりに説明されています。

・除雪機械購入費 1億7950万0000円

・除雪等業務委託料 3億3754万1000円

・事務費等 750万8000円

なお、原田議員の聞き取りに対する当局の説明では、除雪機械購入

費の中では、通常の定期の機械更新だけでなく新たに機械を増やす予

算も含まれているそうですが、現在一般的にこの種の機械を購入しよ

うとしても、注文してから納品されるまで約10ヶ月～1年もかかるそ

うなので、実際増やせるのは来年冬からになりそうだということです。

○ 財政調整基金積立金 6億2623万7000円
令和6年の決算剰余金は34億7924万1000円となっていて、地方

財政法では“決算剰余金の半分を下回らない額（17億3962万1000

円）を、積立て、または繰上償還の財源にしなければならない”とな

っていることから、一般会計繰越金の予算超過分などを原資として、

財政調整基金への積立と、財政調整基金からの繰入金の減額（17億2

376万3000円）として処理しようとするものです。

結果として、6月会議での一般会計追加補正の時点で財政調整基金

の残高が1億4049万1000円となっていましたが、この積立てと繰

入金の減額で、合計23億5000万円が増えることとなり、新たな残高

は24億9049万1000円となります。

以上の他にも一般会計の補正では、職員管理費（549万2000円）、

セーフティーネット事業費（70万4000円）、各基金への積立金、新

斎場整備事業やごみ減量事業、学校給食調理運搬などの業務委託に関

する債務負担行為が提案されています。

また国民健康保険特別会計などの7つの特別会計でも、決算の確定

に伴う調整等での補正予算が提出されます。

＜ 9月定例会議の日程は下記のようになっています ＞


